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1. はじめに 

近年，環境問題の深刻化等に伴い，国民の交通行動

に対する意識改革が求められている．しかし，鉄道を主

とした公共交通機関が整備された都市部においても，自

動車偏重を是正する流れは遅々として進んでいない．こ

れは，異なる交通機関同士の接続性・連続性の確保が不

十分であり，人々が行き先や目的に応じて適切に交通手

段を選択できる状況になっていないことが，その一因と

してあげられる．それゆえ，マルチモーダルやインター

モーダルの思想を活かした交通計画の策定ならびに実施

が急務であると考える． 

そのような中で，既存鉄道路線における新駅設置は，

周辺の利便性を飛躍的に向上させ，人々の交通行動を自

動車から鉄道・路線バス等の公共交通機関にシフトさせ

るとともに，人々のモビリティを確保し，環境にも優し

い有効な施策である．さらに，既設の最寄り駅周辺の道

路交通の混雑緩和・定時制の確保といった効果もある．

しかしながら，新駅設置に伴う，駐輪場等の駅関連施設

計画・バス路線の再編内容などが，利用者のニーズを満

足したものになっていない事例が多く存在する． 

それゆえに，新駅設置に伴う人々の交通行動の変化

について，施設計画を検討する段階で，端末交通を中心

として定量的かつ詳細な把握することは，利用者の満足

度をより高める上で重要なことである．端末交通の選択

や新駅設置による影響に着目した研究として，自動車・

自転車の交通手段選択時に重要とされる要因を詳細に分

析し，自転車利用環境の整備が通勤交通に及ぼす影響を

評価している阿部ら 1) ・浜岡ら 2)，雨天時と晴天時に

着目して鉄道駅端末交通における交通手段選択の特性を

把握した野口 3)，通勤交通手段選択モデルにロジットモ

デルを適用し，自転車通勤優遇策による自動車から自転

車への転換量を定量的に評価した留守ら 4)，地方を対象 

 

 

 

 

 

 

 

として新駅設置による公共交通サービスと市街地の形成

に関して時系列な評価を試みた太田ら 5) ・三寺ら 6)．

が挙げられる．しかし，徒歩・自転車・バスといった多

様な端末交通の行動を定量的に把握可能なモデルには至

っておらず，さらに鉄道は利用しないという交通行動を

含めた交通選択モデルは見当たらず，また，新駅設置が

端末交通にどのような影響を及ぼすかを定量的かつ詳細

に把握した研究は，ほとんど行われていない． 

そこで，本研究では，京都府長岡京市・大山崎町で

実施された，住民アンケート調査を通して，この地域に

おける鉄道分担率と鉄道利用における端末交通の現状を

把握する．そして，地域特性を踏まえた上で，新駅設置

による鉄道利用率の向上や，徒歩・自転車・バスといっ

た多様な端末交通の行動を定量的に把握可能な段階的交

通選択モデルを構築し，非集計ロジットモデルを用いて

推定する．さらに，新駅設置による端末交通の変化を学

区ごとに定量的に把握する．最後に本研究で得られた知

見に基づき，新駅設置に伴うさまざまな地域計画，例え

ば駐輪場などの駅施設計画やバス路線の再編計画等にお

ける留意点を整理する． 

  

2. アンケート調査の概要 

(1) 対象地域 

京都府長岡京市・大山崎町は京都市と大阪市の間に

位置する人口約 9 万 4 千人（長岡京市約 7 万 9 千人 7），

大山崎町約1 万5 千人 8)）の都市である．京都や大阪の

ベットタウンとして発達した街であり，鉄道路線として，

阪急京都線とＪＲ東海道本線が南北方向に走っている． 

本研究で対象とする新駅は，阪急長岡天神駅～大山

崎駅の間で京都縦貫自動車道（通称「にそと」）と阪急

京都線とが交差する長岡京市友岡付近に，「にそと」の

開通と同時期に開業予定であり，高速道路のバス停と阪

急新駅との接続も考えられている． 

アンケートの配布は，新駅設置による影響範囲とし

て考えられる長岡京市全域と大山崎町の一部地域（以降，

地域全体と表記する）において実施した．配布数は

3,000，不明・未記入回答を除いた有効回収数は 1,005

で，回収率は 33.5％であった．配布対象地域の地図を

図-1に，アンケート調査の概要を表-1に示す． 
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図-1 配布対象地域と学区 9） 

なお小学校の学区に基づき，長岡京市については 10

学区（以降，1～10 学区と表記する），大山崎町につい

ては2 学区（以降，大1，大2 学区と表記する）に分け，

より詳細に分析した． 

表-1 アンケート調査の概要 

 

(2) アンケート内容 

設問 1 では個人属性（住所・性別・年齢・職業・年

収・通勤通学先の所在地など），設問 2 では，京都市

内を目的地として出かけたと仮定した際に利用する移動

手段について質問を行った．移動手段に関するアンケー

トの内容を図-2に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 移動手段に関するアンケート内容 

 

3. アンケート結果 

(1) 個人属性 

 世帯主が答えるアンケート形式としたため，性別につ

いては男性が約 65％，年齢については 40 代～70 代が

約89％を占めている． 

 

(2) 鉄道利用率 

 主な移動交通手段において鉄道が分担する割合を本研

究では鉄道利用率と定義する．地域全体における鉄道利

用率は 90.2%（907/1,005），すべての学区において鉄

道利用率が80％を超えている状況にある． 

 

(3) 端末交通手段 

 主な移動交通手段として鉄道を利用した人のうち，端

末交通手段として，徒歩・自転車・バスを利用した割合

は 88％(799/907)，その他の手段（バイク・車・タクシ

ー・その他）の割合は12％(108/907)であった．  

 6, 1, 9, 2, 4学区においては，徒歩の割合が非常に高

い．これはＪＲや阪急の駅に近い学区で徒歩圏内にある

ことが主な理由である．次に7, 10, 8, 3学区においては，

徒歩と自転車の割合がほぼ同程度である．これはＪＲや

阪急の駅から若干離れているが路線バスの利便性がさほ

ど高くないため，駅まで主に自転車を用いている学区で

ある．最後に，大2, 5, 大1 学区においては，路線バス

の割合が非常に高い学区である．これらの学区ではＪＲ

や阪急の駅から若干離れており，路線バスの利便性が高

いため，駅まで主に路線バスを用いている学区である．  

 

4. 段階的交通選択モデルの構築と推定 

(1) モデル構造 

 以上のような地域特性を踏まえ，段階的交通選択モデ

ルを構築する．その構造を図-3に示す． 

下位モデルは，鉄道利用で端末交通手段が徒歩，自

転車・バスのものを対象として，端末交通手段の徒歩利

用，自転車利用，バス利用，の３つを選択するモデルで

ある．また，上位モデルは鉄道利用で端末交通手段が徒

歩・自転車・バス，鉄道利用で端末交通手段がその他

（バイク[原付も含む]，車[自分で運転]，車[送迎]，タク

シー），鉄道利用せず，の３つを選択するモデルである．  

 
図-3 モデル式の構造図 
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調査方法 無作為抽出．郵送回答
配布数 3000枚（長岡京市2500枚，大山崎町 500枚）
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問４-１.移動手段－あてはまる番号を下にお書きください。 

１：徒歩 

４：車(自分で運転) 

７：バス 

２：自転車 

５：車（送迎） ６：タクシー 

３：バイク(原付も含む) 

９：その他 ８：鉄道 

問４-２.移動時間－およその移動時間(分)を上の約 分にお書きください。 

２ 

約 ５ 分 

７ 

約 10 分 

８ 

約 14 分 

１ 

約 ２ 分 

 

約  分 



(1) モデル式 

a）下位モデル 

下位モデルを式(1)に示す． 

P′
n,j =

exp V′
n,j 

 exp V′
n,j 

3
j=1

             (1) 

ここで 

：サンプル( =1～799)，：選択対象( =1:徒歩, =2:自

転車, =3：バス[鉄道利用するときの端末交通手段]) 

P′
n,j：サンプル , 選択対象を選択する確率 

V′
n,j：サンプル , 選択対象を選択したときの効用 

V′
n,1 = β1X

′
n,1，V

′
n,2 = β2X

′
n,2 + β3X

′
n,3 

V′
n,3 = β4X

′
n,4 + β5X

′
n,5 + β6X

′
n,6 

X′
n,1：駅までの徒歩距離（m），X′

n,2：駅までの自転

車距離（m），X′
n,3：自転車ダミー=1，X′

n,4：最寄バ

ス停までの徒歩距離（m），X′
n,5：バス所要時間

（分），X′
n,6：バス運賃（円）， ：変数( =1～6) ，

βl： 変数のパラメータ推定値 

 

b）上位モデル 

上位モデルを式(2)に示す．ここで合成効用とは，鉄

道利用で端末交通手段が徒歩・自転車・バスのいずれか

である効用を重み付け平均したログサム変数 10)であり，

式(1)で得られたパラメータを用いて値が求められる． 

Pm,i =
exp Vm,i 

 exp Vm,i 
3
i=1

             (2) 

ここで 

：サンプル( =1～1005)， ：選択対象( =1：鉄道利

用する[端末交通手段が徒歩・自転車・バスのいずれか]，

=2：鉄道利用する[端末交通手段がその他]， =3：鉄道

利用せず)，Pm,i：サンプル , 選択対象を選択する確率 

Vm,i：サンプル , 選択対象を選択したときの効用 

Vm,1 = α1Xm,1，Vm,2 = α2Xm,2，Vm,3 = α3Xm,3 

Xm,1：合成効用=
1

λ
 exp λV′

m ,j ,λ= 0.0453
j=1  

Xm,2：駅までの距離（m），Xm,3：鉄道利用せずダミー

=1， ：変数( =1～3)，αk： 変数 のパラメータ推定値 

 

(2) 推定結果 

両モデルともロジットモデルで推定を行った．下位

モデルの推定結果を表-2 に示す．尤度比は0.185，適中

率は65.2％となった．また，上位モデルの推定結果を

表-3に示す．尤度比は0.399，適中率は79.5％と精度

の高い推定結果が得られた．両モデルともパラメータの

符号条件はすべて合致しており，説明変数もすべて有効

であるため，モデル自体に問題はないと考える． 

 

 

表-2 下位モデル推定結果 

 

表-3 上位モデル推定結果 

 

 

5. 新駅設置による端末交通行動の変化 

 以上で構築した段階的交通選択モデルを用いて，新駅

設置による端末交通行動の変化を定量的に把握する． 

 まず新駅設置による鉄道・路線バスのシナリオ設定を

明確にしておく．次に交通行動の選択確率の算出方法に

ついて述べ，新駅設置による端末交通行動の選択確率の

変化を算出し，各学区での特徴を記した上で考察する． 

 

(1) シナリオの設定と交通行動の選択割合の算出方法 

 Without Case は，2008 年 3 月末現在での鉄道・路

線バスのルート・バス停の位置・所要時間・運賃を参考

にして設定した 11)． 

With Case は，新駅は長岡京市友岡付近に設置する

ものとし，新駅までの徒歩・自転車の距離は goo 地図
12)により計測した．また，新駅に最も近い阪急バスの小

倉橋・八角バス停を新駅の駅前バス停とし，路線バスの

ルート・バス停の位置・所要時間・運賃は 2008 年3 月

末と変更がないものと設定して，最寄りバス停までの徒

歩距離，バスの所要時間・運賃を算出した． 

 そして，鉄道利用で端末交通手段が徒歩・自転車・バ

ス・その他，鉄道利用しない，という５つの交通行動の

選択割合を，まず町丁字ごとに各選択確率を式(1) (2)を

用いて算出した後，町丁字人口で重みづけすることによ

り算出した． 

 

(2) 新駅設置による端末交通行動の変化 

阪急長岡天神駅・ＪＲ長岡京駅周辺より北側の学区

では，新駅設置により，駅までの距離やバスの所要時

間・運賃の変化はなく，鉄道利用率や端末交通行動の変

化はほとんどない．そこで，新駅周辺の 5 つの学区

（4,5,8,大 1,大 2 学区）における端末交通行動の選択確

率をWithout, Withの順に図-4に示す． 

説明変数名 パラメータ推定値 Ｔ値
駅までの徒歩距離（m） -0.012342 -30.8
駅までの自転車距離（m） -0.010413 -158.4
自転車ダミー -2.452017 -8.3
最寄バス停までの徒歩距離（m） -0.013345 -26.5
バス乗車時間（分） -0.251901 -3.6
バス運賃（円） -0.089136 -29.0
データ数
修正した尤度比
適中率

0.185
65.2%

799

説明変数名 パラメータ推定値 Ｔ値
合成効用 0.103018 9.0
駅までの距離(m) -0.000849 -12.2
鉄道利用せずダミー -1.515389 -12.6
データ数
修正した尤度比
適中率

0.399
1005

79.5%



 

図-4 5つの学区における交通行動の選択確率の変化 

4 学区・5 学区においては，鉄道利用率が 3%程

度増加した．新駅周辺地域が徒歩圏内となり，阪

急長岡天神駅までバスや自転車を選択していたも

のが新駅まで徒歩を選択するようになるためであ

る．8 学区においては，鉄道利用率が 1.3%増加し

た．従来の最寄駅である JR 長岡京駅よりは新駅

までの距離は近くなるが，1km 以上離れているた

めに，徒歩割合の増加，バス・自転車割合の減尐

は 4 学区ほど顕著ではない．大 1，大 2 学区にお

いては，鉄道利用率がそれぞれ 10%程度大幅に増

加した．従来の最寄駅の阪急長岡天神駅まで 2km

以上あり，バスが 50％以上のシェアを占めている

が，新駅設置により新駅の徒歩圏内になるため，

徒歩・自転車割合が大幅に増加しバス割合はほと

んどなくなる． 

 以上のことから，現在の路線バスの系統で，新駅を経

由する系統については本数を増加させるといった政策に

より，新駅への端末交通としてのバス選択割合の増加，

鉄道利用率の増加を図るとともに，現在の阪急長岡天神

駅に集中する交通状況を緩和させる方向へ導く必要があ

る．また，大山崎町の大 2 学区内を循環し，阪急長岡

天神駅・ＪＲ長岡京駅に至る阪急バス 13 系統について

は，循環する地区が新駅に近接しているため，廃止を含

めて検討する必要がある． 

さらに，配布対象地域全体で鉄道利用率は 1.7％増加

（91.0％⇒92.7％）するものと推定された．長岡京市南

部地区都市再生整備計画（案）における目標として「主

な移動交通手段のうち鉄道利用の割合がプラス２ポイン

ト」が挙げられており，この目標を若干下回る結果とな

った．現在の路線バスの系統だけでなく，コミュニティ

ーバスの導入といったバス再編計画を行うことにより，

従来バスが通っていない町丁字において，バスへのアク

セシビリティを高め地域全体のバス選択割合の向上を目

指す必要があるものと考える． 

6. まとめ 

本研究では，京都府長岡京市・大山崎町を対象に実

施された住民アンケート調査により，この地域における

鉄道利用率と端末交通の現状を把握した．次に，このよ

うな地域特性を踏まえた段階的交通選択モデルを構築し，

精度の高い推定結果を得た．そして新駅設置に伴う鉄道

利用率ならびに端末交通手段の変化に関し，構築したモ

デルを用いて学区ごとに定量的に分析した結果，新駅設

置により対象地域全体で鉄道利用率が 1.7％増加するこ

とが明らかとなった．  

今後の課題として，まず鉄道利用率ならびに端末交

通手段（徒歩・自転車・バス・その他）の需要量を適切

に予測することが求められ，それによりバス再編計画・

施設計画をさらに具体的に議論することが可能となる．

また，人々のモビリティの確保や，交通基盤整備におけ

るシビルミニマムの視点を含め総合的に考える必要があ

ろう．地域住民・バス運営主体を含めて関係者の合意形

成を進め，厳しい財政状況の制約の中で，より実効的か

つ効果の高い地域交通政策を計画立案し，それを実行す

ることが求められている． 
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